
・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

①（経済的に困窮した人の自立支援）
コロナ禍における生活困窮者への支援策として、生活福祉資金の特例貸付が実施され、新型
コロナの影響による休業や失業等により収入が減少した世帯への支援が実施された。
保護受給世帯数は平成28年度から逓減傾向にあるが、令和2年度は64歳以下の現役世代
の保護受給世帯数が増加に転じた。（対前年1.3％増）
新型コロナの影響により、雇用情勢が悪化する中で、就労が可能と考えられる被保護者に対
しての就労に向けた支援が課題となっている。

②（子どもの貧困対策の充実）
子どもの学習支援は17市町村で取り組まれているが、令和元年度に実施した「子どもの生活
に関する実態調査」の結果では、学習支援や子どもの居場所に対する高いニーズが表れてい
る。また、保護者に対する相談支援体制の整備や、さらなる制度周知が課題となっている。

③（ひきこもり支援）
ひきこもり相談や関係者研修、家族会の支援等に取り組んだ結果、相談件数や改善事例は
増えているが、西部には継続相談できる体制が整っていない。

（前年度の評価後に見直した点）
「島根県子どものセーフティネット推進計画（第２期）」を策定するとともに、子どもの居場所創
出に向けた支援拠点の設置や、市町村の取組を促す補助金制度を創設した。
身近な地域で相談支援を継続できる体制づくりを進めるため、ひきこもり支援センター地域拠
点を益田圏域に設置する。

①（経済的に困窮した人の自立支援）
長期化する新型コロナの影響により生活支援が必要となった方に対して、生活困窮者自立支
援制度など既存の支援策が行き届く様に、制度の周知を行うとともに、市町村や社会福祉協
議会と連携し、きめ細かな支援を行っていく。
生活保護世帯のうち、就労による自立後も継続して支援を必要とする方への対応について、
市町村に対し、ハローワークや生活困窮者自立支援相談機関との連携を働きかける。
地域資源（就労の受け皿）の少ない市町村に対しては、その開拓とともに、部局間連携により、
効果的な施策実施を行うよう働きかける。

②（子どもの貧困対策の充実）
貧困世帯の子どもと保護者の孤立化を防ぐため、子どもの居場所創出や支援につなぐための
取組を、関係部局や市町村等と連携しながら推進していく。

③（ひきこもり支援）
身近な地域で継続して相談できるよう、ひきこもり支援センター地域拠点の設置と各種支援機
関とのネットワークの構築により、ひきこもり状態にある方等の支援を進める。

幹事部局

令和３年度

施策評価シート

施策の現状
に対する評価

今後の取組
の方向性

施策の名称

施策の目的

健康福祉部

貧困など様々な困難を抱えた人などが自立し安定した生活を送れる社会の実現を目指しま
す。

Ⅴ－２－(5)　生活援護の確保



令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

12.6 12.6 12.6 12.6 12.6

12.2 6.3

73.0 73.0 73.0 73.0 73.0

72.7 74.0

17.0 17.0 19.0 19.0 19.0

17.0 17.0

（新規事業） 18.0 24.0 30.0 36.0

-

（新規事業） 5.0 10.0 15.0 19.0

-

18

19

13

12

17

％

％

市町村

箇所

市町村

母子世帯及びその他世帯のうち就労により自立
した世帯の割合【当該年度４月～３月】

生活福祉資金の現年度償還率【当該年度４月
～３月】

生活困窮世帯の子ども等が無料又は低額で利
用できる学習支援事業の実施市町村数【当該
年度３月時点】

20

子どもの居場所支援拠点を中心として形成する
県内ネットワークに参加する子ども食堂の箇所
数【当該年度３月時点】

子どもの貧困対策推進計画の策定市町村数
【当該年度３月時点】

14

15

16

9

10

11

番
号

1

2

3

4

5

6

7

8

施策の主なＫＰＩ

施策の名称 Ⅴ－２－(5)　生活援護の確保

ＫＰＩの名称
上段は目標値、下段は実績値 計上

分類
単位

単年度値

単年度値

累計値

累計値

累計値



誰(何)を対象として どういう状態を目指すのか

1 生活保護費の給付事業 要保護者及び被保護者 生活の安定と経済的な自立 2800 6936 地域福祉課

2 自立支援事業 低所得世帯等
世帯の安定、生活意欲の醸成及び経済的自立が図られる
ようにする。

1627227 24293 地域福祉課

3
生活困窮者支援・子どものセーフティ
ネット推進事業

経済的に困窮し最低限度の生活を
維持することができなくなるおそれ
のある生活困窮者

生活困窮者の自立の促進を図る。 3178 16003 地域福祉課

4 再犯防止推進事業

犯罪をした者又は非行少年若しく
は非行少年であった者等（以下「犯
罪をした者等」という。）のうち支援
が必要な者

犯罪を犯した者等が、円滑に地域の一員として暮らすことが
出来るようにすることにより、再犯の防止を推進し、県民が安
全・安心に暮らすことの出来る社会の実現を図る。

18892 20510 地域福祉課

5 旧軍人及び未帰還者等援護事業
恩給等申請者、戦没者遺族、戦傷
病者、中国残留邦人等帰国者及
び引揚者

福祉の増進、中国残留邦人等については併せて自立の促
進

23447 30437 高齢者福祉課

6 心と体の相談センター運営費 障がい者及び市町村等関係機関
障がい者の自立と社会経済活動への参加促進や市町村等
関係機関が行う支援の充実を図る。

28043 39026 障がい福祉課

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

事務事業の一覧

Ⅴ－２－(5)　生活援護の確保施策の名称

事務事業の名称
前年度の
事業費
（千円）

今年度の
事業費
（千円）

所管課名
目的



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・保護受給世帯数（月平均）
　Ｈ２６：４６６６世帯、Ｈ２７：４６９５世帯、Ｈ２８：４６６１世帯、Ｈ２９：４６３９世帯、Ｈ３０：４５３４世帯、Ｒ元：４４９４世帯、R２：４４４１
世帯
・うち、６４歳以下で就労可能と考えられる「その他世帯」、「母子世帯」の世帯数及び割合
　Ｈ２６：１３８０世帯・２９．６％、Ｈ２７：１２６９世帯・２７．０％、Ｈ２８：１１８５世帯・２５．４％、Ｈ２９：１１１４世帯・２４．０％、Ｈ３０：１０
２２世帯・２２．５％、Ｒ元：９４１世帯・２０．９％、Ｒ２：９５３世帯・２１．５％

・令和２年度に就労により自立した世帯数は６０世帯で、６４歳以下で就労可能と考えられる「母子世帯」、「その他世帯」のうち就
労により自立した世帯の割合は６．３％に留まった。

ア．生活保護受給者の有する資格、技能及び職務経験に見合う求人が減少している。
イ．就労に繋がっても定着率が低い。
ウ．就労意欲の乏しい者やひきこもりなど、就労に向け課題を持つ者の割合が高まっている。
エ．生活保護受給者数が少ない市町村においては、就労支援に関するノウハウが蓄積しにくい。

－

母子世帯及びその他世帯のうち就労により自立した世
帯の割合【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

12.6 12.6

生活の安定と経済的な自立

1

1,866

2,800

昨年度の実績額

単位

％
12.6

－達成率 －

12.2

上位の施策

6.3

50.0 － － － ％

単年度
値

12.6

令和元年度

12.6

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(5)　生活援護の確保

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

令和３年度

生活保護費の給付事業

今年度の当初予算額

3,171

6,936

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

要保護者及び被保護者

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・生活に困窮する者に対し、その困窮の程度に応じ必要な保護を行うととともに、その自立を支援する。
・市町村福祉事務所における生活保護の適正実施と実施水準の向上が図られるよう、生活保護法施行事務監査や職員研修を
実施する。

・「島根県生活保護受給者等就労自立支援協議会」の開催により、労働部門と福祉部門間で情報交換を行うとともに、就労支援
に関する課題を共有する。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

ア．コロナ禍において有効求人倍率が低下するなど、雇用情勢が悪化している。
イ．就労開始後も継続した支援を必要とする者が多い。
ウ．生活保護受給者の抱える生活課題が多岐に渡っている一方で、資格、技能及び職務経験があり比較的就労に結びつきやす
い生活保護受給者については、これまでの支援より既に就労に至っている。
エ．就労支援員の配置が困難なため現業員が就労支援業務を担う場合もあり、人事異動の際には知識の再習得が必要となる。

ア．県内のハローワークと市町村福祉事務所の連携した就労支援が促進されるよう、島根労働局及び県で構成する「島根県生
活保護受給者等就労自立促進事業協議会」を通じて、労働部門と福祉部門間での情報交換を行うとともに課題を共有する。
イ．就労開始後も継続した支援を必要とする方に対して積極的な支援が図られるよう、市町村福祉事務所へハローワークや生活
困窮者自立相談支援機関との連携を働きかける。
ウ．地域資源（就労の受け皿）が少ない市町村について、その開拓と部局間連携により、効果的な就労支援が行われるよう働き
かける。
エ．市町村福祉事務所に対して、県の主催研修や事務監査を通じて、就労支援に関する知識の習得に向けた支援を行う。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

・特例貸付は、コロナ禍における生活支援策として迅速に生活資金を貸し付けることが最優先されたため、生活状況の詳細な把
握や、償還の可能性による貸付判断等が行われていない。
・従来から償還指導を行ってはいるものの、複雑な生活課題の解決に至らない等により、償還が滞ったり、困難となっている。

・県社協と連携しながら、生活困窮者自立支援制度など各種支援策の活用を促すことで、要支援者が自立した生活を営むことが
できるようきめ細かな支援を行って行く。
・償還業務の取組強化に向けて、生活福祉資金貸付審査委員会などを通じて、県社協に対して助言等を行っていく。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

令和３年度

自立支援事業

今年度の当初予算額

12,147

24,293

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

低所得世帯等

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

低所得者等に対する資金の貸付と必要な援助指導を行うため、島根県社会福祉協議会に対し、資金貸付制度の運営に係る経
費を補助する。
新型コロナの影響を踏まえて実施されている生活福祉資金の特例貸付について、島根県社会福祉協議会と連携し必要な支援を
行う。

資金の適切な貸付に繋げていくため、島根県社会福祉協議会に対し、資金貸付制度の運営に係る経費の補助を継続する。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

73.0

令和元年度

73.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
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目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

74.0

101.4 － － － ％

単年度
値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

〇生活福祉資金（本則貸付）の資金種類の中では、教育支援資金（教育支援費・就学支度費）が貸付件数・貸付額ともに多い。
【H29】78件 58,027千円 【H30】81件 47,586千円 【R元】97件 91,815千円 【R2】106件 95,799千円
〇令和２年度末現在の償還率は27.5％であり、近年は償還率が横ばいである。[H30:26.6％、R元:25,7％]
〇新型コロナの影響を踏まえ、R2年3月から緊急小口資金・総合支援資金の特例貸付が始まっており、R３年5月末時点で6,329
件
 1,746,911千円の貸付状況となっている。　　　※R2年度生活福祉資金実績（本則貸付）　218件　129,980千円

貸付支援により、自立に向けた生活への促進が図られた。
特例貸付の実施により、コロナ禍において生活資金が不足する方々への支援を行った。

新型コロナの影響長期化により、県民生活への影響も大きく、緊急小口資金・総合支援資金の特例貸付の貸付件数も大幅に増
加しているが、貸付を受けたことが今後の生活再建の重荷となるなど、償還が困難となる方が増加することが思慮される。

－

生活福祉資金の現年度償還率【当該年度４月～３
月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

73.0 73.0

世帯の安定、生活意欲の醸成及び経済的自立が図ら
れるようにする。

1

13,864

1,627,227

昨年度の実績額

単位

％
73.0

－達成率 －

72.7

上位の施策



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

ア．業務的につなぎが基本であるが、地域資源の開拓が不足している。
イ．支援対象者への施策が複数存在している。
ウ．相談者が複数の困難な課題を抱え、相談内容が多様化している。
エ．子どもや家族が抱える問題が複雑化・多様化している中で、支援を必要とする保護者に支援制度やサービスの情報が届いて
おらず、相談機関等につながらないため孤立している保護者が存在している。

ア．イ．地域資源の少ない市町村においては、その開拓とともに、他部局とも連携を図りながら、効果的な施策実施を進めていく必
要がある。
ウ．地域の福祉課題に対応するため、自立相談支援機関の支援員の一層の資質向上を図っていく必要がある。
エ．子どもの居場所創出支援拠点を設置し、子ども食堂の開設・運営支援や県内のネットワーク形成を行うとともに、子ども食堂の
開設・拡充の際に必要な経費の一部を支援することにより、地域における子どもへの支援を促進する。また、SNSを活用し、支援を
必要とする世帯が支援制度を確実に利用できるよう制度の周知や相談支援へのつなぎを推進する。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－

18.0

－

36.0

2

目標値

令和３年度

生活困窮者支援・子どものセーフティネット推進事業

今年度の当初予算額

9,977

16,003

子どもの居場所支援拠点を中心として形成する県内
ネットワークに参加する子ども食堂の箇所数【当該年
度３月時点】

（新規事業）

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

経済的に困窮し最低限度の生活を維持することができ
なくなるおそれのある生活困窮者

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・「生活困窮者自立支援法」に規定する相談支援事業の質の確保・向上のため、就労支援体制の推進、学習支援等、生活困窮
者の早期自立に向けた体制を整備する。
・「子どもの貧困対策の推進に関する法律」に基づき策定した島根県計画の進捗を管理する。
・子どもの居場所支援拠点を設置（委託先：島根県社会福祉協議会）し、子ども食堂等の開設・運営支援、県内のネットワーク形
成等を行う。また、子ども食堂を開設・拡充する際に必要な経費の一部を支援する。
・SNSを活用し、支援制度の周知や相談支援へのつなぎを推進する。

・「島根県子どもの生活に関する実態調査」の分析結果を反映させた「島根県子どものセーフティネット推進計画（第２期）」を策定
した。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

#VALUE!

19.0

令和元年度

19.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

0.0

Ⅱ－１－(2)　妊娠・出産・子育てへの支援

Ⅴ－２－(5)　生活援護の確保

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

累計値

17.0

24.0 30.0
箇所

－

100.0 － － － ％

累計値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・生活困窮者自立支援制度による令和２年度の実績については、新規相談3,491件、自立支援プラン作成件数512件、就労・増
収者数116人となっている。（←数字については、国の統計システム集計により、今後修正の可能性あり）
・子どもの貧困対策については、県計画で設定されている関係機関それぞれの施策等で取り組まれている。

・生活困窮者向けの家庭改善支援事業は、生活困窮者の世帯全体の生活の立て直しに有効であるとして実施団体が増えている
（R2：12市町）。また、就労準備支援事業に取り組む実施団体も増え、就労支援の機能強化につながった。（R2：9市町）
・「島根県子どもの生活に関する実態調査」の分析結果を反映させた「島根県子どものセーフティネット推進計画（第２期）」を策定
した。

ア．就労支援に活用できる地域資源（受け皿等）が少ない市町村がある。
イ．子どもの学習支援事業は、教育委員会等複数の部局で事業を行っているため、連携がとれていない。
ウ．自立相談支援機関の支援員に、相談者が抱える多様化した課題を整理した上で、関係機関へのつなぎを進めるための知識・
技術が不足している。
エ．孤立化している保護者の存在や子どもの体験機会の減少など、子どもとその保護者のみでの解決には限界がある。

－

生活困窮世帯の子ども等が無料又は低額で利用でき
る学習支援事業の実施市町村数【当該年度３月時
点】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

17.0 17.0

生活困窮者の自立の促進を図る。

1

2,140

3,178

昨年度の実績額

単位

市町村
19.0

－達成率 －

17.0

上位の施策



5

6

7

8

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単位
計上
分類

目標値 （新規事業） 4.0 8.0 12.0 16.0

実績値 0.0 －

達成率 － #VALUE! － － － －

目標値 （新規事業） 20.0 20.0 20.0 20.0

実績値 0.0 －

達成率 － #VALUE! － － － －

目標値 （新規事業） 5.0 10.0 15.0 19.0

実績値 0.0 －

達成率 － #VALUE! － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

目標値

実績値

達成率 － － － － － －

事務事業評価シートの別紙

箇所

％

活動支援補助金活用により子ども食堂
を新規開設した箇所数【当該年度3月
時点】

ＫＰＩの名称

「ＫＰＩ」が３以上ある場合のみ記載

「上位の施策」が５以上ある場合のみ記載

上位の施策

上位の施策

3
累計値

上位の施策

事務事業の名称 生活困窮者支援・子どものセーフティネット推進事業

5
累計値

単年度
値4

人

市町村

％

％

子どもの貧困対策に関する人材育成研
修受講者数（未来応援NW形成研修・
居場所づくりコーディネータ養成講座）
【当該年度４月～３月】

子どもの貧困対策推進計画の策定市町
村数【当該年度３月時点】

7

％

％

6

％

％

％

9

8

上位の施策

10



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・「地域生活定着支援事業」は、厚生労働省により平成21年から各都道府県へ設置が進められた「地域生活定着支援センター」
で行っており、（当県は島根県社会福祉協議会に設置）各センターが相互に協力して、 矯正施設入所中の対象者へ出所後に向
けた調整を行う「コーディネート業務」、コーディネート業務終了後の対象者の状況確認等を行う「フオローアップ業務」等を行って
いる。
・フォローアップ終了件数：支援対象者が受け入れ先施設等で安定して生活できるようになったため、支援を終了した件数。
・フォローアップ終了予定件数：支援予定期間が年度内に終了する件数。

・令和２年度にフォローアップ業務の終了予定期限を迎えたものは０件であり、事例なし。（令和３年度も継続して支援中）

ア．複雑な課題を抱えた事例が増加しており、支援が長期化する傾向にある。
イ．県内における国、地方公共団体、民間の各関係団体等の十分な連携体制が構築されていない。

－

フォローアップ終了件数/フォローアップ終了予定件数
【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

100.0 100.0

犯罪を犯した者等が、円滑に地域の一員として暮らすこ
とが出来るようにすることにより、再犯の防止を推進し、
県民が安全・安心に暮らすことの出来る社会の実現を
図る。

1

1,599

18,892

昨年度の実績額

単位

％
100.0

－達成率 －

75.0

上位の施策

ー

#VALUE! － － － ％

単年度
値

100.0

令和元年度

100.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(5)　生活援護の確保

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

令和３年度

再犯防止推進事業

今年度の当初予算額

6,936

20,510

地域福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

犯罪をした者又は非行少年若しくは非行少年であった
者等（以下「犯罪をした者等」という。）のうち支援が必要
な者

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・高齢又は障がいを抱え、退所後も親族等の引き受先がない矯正施設入所者が、退所後速やかに適切な福祉サービスを受けら
れるよう、「地域生活定着支援事業」を実施し、入所中から必要な調整を行う。
・犯罪を犯した者等が直ちに自立した生活を営むことが困難な場合などに、刑事司法機関や福祉関係機関と連携して支援対象
者の社会復帰を支援する「更生支援コーディネーター」の養成・派遣を行う。
・「再犯の防止等の推進に関する法律」に基づき、地域の実情に応じた再犯防止等の施策の在り方について、関係機関と検討を
行い、「島根県再犯防止推進計画」を策定する。

・再犯防止推進モデル事業（国委託事業）はR2年度で終了したが、更正支援コーディネーター支援に係る取り組みを県単事業と
して継続実施する。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

ア．支援対象者の受入先が限定されるなど、地方公共団体、民間の各関係団体等の更生支援に対する理解・協力が浸透してい
ない。
イ．犯罪をした者等に対し容疑段階や公判前から支援に入り、釈放後、円滑に福祉サービス等を利用できるよう支援調整を継続
的に行える人材が少ない。

ア．各種研修会や会議等により、更生支援に対する理解・協力を得られるよう普及啓発に取り組んでいく。
イ．「島根県再犯防止推進計画」を策定し、計画の進行管理を行うとともに、更正支援コーディネーターを支援する取組を実施
し、刑事司法機関と福祉関係機関との連携強化を推進する。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

・制度の周知不足、対象者の高齢化が考えられる。
・戦没者の子、兄弟世代の遺族の高齢化が進んでいることや、孫・ひ孫世代は戦争体験者が少なく遺族としての意識が希薄であ
ること。

・未請求者のリストを作成してDMを送付し、制度周知を行うとともに未請求者へ特別弔慰金の請求を促す。
・慰霊活動が次世代の担い手となる孫・ひ孫世代に受け継がれるよう、全国戦没者追悼式等への参加を呼びかけるとともに、孫・
ひ孫の会に対し、新設した補助金メニューにより活動等の活発化を支援していく。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値

令和３年度

旧軍人及び未帰還者等援護事業

今年度の当初予算額

14,967

30,437

高齢者福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

恩給等申請者、戦没者遺族、戦傷病者、中国残留邦
人等帰国者及び引揚者

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

国家補償的観点から事業を実施しており、島根県遺族連合会助成事業を除き、ほとんどが国からの法定受託事務
・恩給等調査推進事業：旧軍人軍属について軍歴等の調査確認等
・戦没者遺族援護事業：戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法に係る未請求者への請求働きかけ及び戦没者の慰霊等
・戦傷病者援護事業：戦傷病者特別援護法に係る戦傷病者に対し療養の給付等
・中国帰国者帰国後自立促進事業：帰国後の定着のため、医療・介護支援給付や相談支援等
・島根県遺族連合会助成事業：遺族連合会が実施する戦没者慰霊事業の経費について助成等

・第11回特別弔慰金について、国の枠がある中で、職員どうしの連携を図りながら、適正な裁定及び裁定率の向上に努め、速や
かな国債の発行につなげた。
・島根県遺族連合会も含めた県内遺族会の孫、ひ孫の活動を進めるため、補助金メニューを新設した。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

90.0

令和元年度

95.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(5)　生活援護の確保

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

48.6

121.5 － － － ％

累計値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・第10回特別弔慰金裁定等処理状況（R２年度迄累計）受付件数14,903件、裁定等処理件数14,903件
・第１１回特別弔慰金裁定等処理状況（R3.5末）受付件数9,540件、裁定等処理件数8,565件
・KPI令和２年度実績値については、第10回受付件数14,903件に対する、第11回裁定等処理件数（R3.3末）7,246件の割合を
用いた
・中国帰国者等生活支援給付等のべ受給者数（R1年度）271名（うち介護支援給付58名）（R2年度）264名（うち介護支援給付
62名）

・第11回特別弔慰金が令和２年4月1日から請求開始され、前回同時期に比べると請求件数が減少している。参考値ではあるが
裁定率は大きく上回っている
・県内の一部地域では戦没者の慰霊や戦争体験継承にかかる次世代遺族の担い手（孫・ひ孫）の確保の機運が高まりつつある

・第11回特別弔慰金の請求受付件数（R3.5末）は9,540件で、第10回（H28.5末）の9,940件を下回っている。
・全県的には戦没者の慰霊や戦争体験の孫・ひ孫への継承が進んでいない。

－

特別弔慰金、特別給付金の裁定率（他県進達処理を
含む）【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

40.0 85.0

福祉の増進、中国残留邦人等については併せて自立
の促進

1

13,293

23,447

昨年度の実績額

単位

％
100.0

－達成率 －

100.0

上位の施策



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

〇相談件数の内訳                    　　　H30　 　　R１　　　 Ｒ２
　①身体障害者更生相談所業務　 　1,402件 → 1,352件 → 1,222件
　②知的障害者更生相談所業務　　　391件 → 　414件 →    356件
　③精神保健福祉センター業務　     2,126件 → 2,936件 → 3,527件
　　　（③のうち、ひきこもり  　　  494件 →    597件 →   503件）注）グループ活動及び集団プログラムの利用件数を除く。
　　　（③のうち、ギャンブル依存　200件 →     222件 →   163件）注）グループ活動及び集団プログラムの利用件数を除く。

〇ひきこもり支援については、相談、関係者研修、家族会の支援に取り組んだ結果、家族のみの相談から本人の来所に至る
　 などの改善事例が増えた。
　 適応行動チェックリストにより、個々の取組の実施方法・内容を細かく見直し、取組内容の改善を図った。
〇ギャンブル依存に対する集団プログラム（ＳAＴ-Ｇ）を実施するとともに、支援ツールとして全国標準とすることができた。
　 新たに開発した簡略版（ＳAＴ-Ｇライト）も、相談支援機関での活用に及んでいる。
○身体障害者手帳、療育手帳及び精神保健福祉手帳を法令等に基づき、適切に交付した。

ア）来所相談や継続相談は、専門的な対応ができるひきこもり支援センターに集中しており、東西で格差がある。
イ）電話相談の件数も増え、継続的な対応を求められることもあり、関係機関と連携した取り組みが求められる。
ウ）療育手帳の申請書受理から発行までの事務に改善すべき点がある。

－

心と体の相談センター相談件数【当該年度４月～３
月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

4,700.0 4,700.0

障がい者の自立と社会経済活動への参加促進や市町
村等関係機関が行う支援の充実を図る。

1

23,115

28,043

昨年度の実績額

単位

件
4,700.0

－達成率 －

4,702.0

上位の施策

5,105.0

108.7 － － － ％

単年度
値

4,700.0

令和元年度

4,700.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

Ⅴ－２－(5)　生活援護の確保

Ⅴ－２－(3)　障がい者の自立支援

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

令和３年度

心と体の相談センター運営費

今年度の当初予算額

32,590

39,026

障がい福祉課

年 度
計上
分類

担 当 課

障がい者及び市町村等関係機関

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

〇障がい者福祉各法に基づき設置されていた各相談機関を統合した「心と体の相談センター」において、障がい者及び精神保健
　福祉に関する相談・支援、市町村等への技術的援助等を統合的に対応する。
〇ひきこもり支援及び自死対策について、センター機関として対応する。
○身体障害者手帳、療育手帳及び精神保健福祉手帳を法令等に基づき、適切に交付する。

専門相談の円滑な遂行。
ひきこもり支援センター地域拠点を益田圏域に設置。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

ア）ひきこもりについて継続相談できる体制（特に県西部）が不足している。
イ）子ども・若者総合相談センターや地域若者サポートステーションの対象外である高年齢層の対応先がない。
ウ）現行システムは、受付簿システムと手帳発行システムに分かれ、各種帳票作成に時間を要している。

ア）ひきこもり支援センター地域拠点を開設し、地域で長期的・専門的に対応できる体制づくりを進め、継続的な対応が必要となる
　　個別ケースに有効な体制（市町村等関係機関連携）を構築する。
イ）身近なひきこもり支援の相談窓口の周知に努める。
　　市町村等に対して、支援拠点構築や居場所確保のため、国の補助事業の活用を促す。
ウ）Ｈ２８年度の構築から５年を経過することから、現在の２つのシステムを一体のシステムとして更新し、事務の効率化を図る。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－ －

2

目標値


